
妊娠期から新生児期の健康診査・検査事業の改善に関する要望 

 

 近年、急速に少子化が進行するなか、子どもが健やかに生まれ育つための環

境整備を図るため、国においても、各自治体においても、次世代育成支援対策

を強力に進めているところです。 

 こうしたなか、安心して子どもを産み育てるための重要な施策である妊娠期

から新生児期の健康診査・検査事業については、全国的に統一した対応がなさ

れておらず、自治体間で差が生じている状況にあります。 

 選択の余地の少ない里帰り出産や転勤などに際して、子どもを産み育てるこ

とに伴う不利益を減らすことは、次世代育成支援の推進に全国民的に取り組ん

でいる現在、国の責務と言えます。 

そこで、妊婦健康診査及び新生児マススクリーニング検査について、次のと

おり要望します。 

 

○ 妊婦健康診査については、母体や胎児の健康確保及び子育て世帯の経済的

負担の軽減を実現し、安心して子どもを産み育てるため、全国どこでも同様

に健康診査を受けられるよう、現行 14回分の公費負担については地方負担が

生じないように財政措置を行うとともに、健康診査内容の統一化、及び、医

療機関・自治体間の事務システムの構築を図ること。 

 

○ 新生児マススクリーニング検査については、次代を担う子どもたちの健や

かな成長のため、厚生労働科学研究として取り組んだ成果などを評価・検証

し、さらに有効な検査法を検討すること。 
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